
社会福祉施設の労働災害等について

（安全衛生管理講座）

厚生労働省愛媛労働局労働基準部

健康安全課 主任地方産業安全専門官 土井 厚志
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主な内容

• 労働災害発生状況（社会福祉施設）

• 転倒災害防止、腰痛予防（SAFE）協議会

• 介護施設における安全衛生対策
＋Ｓａｆｅ協議会、ＳＡＦＥコンソーシアム、

ＳＡＦＥアワード
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774人

978人

132,355人
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出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告
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（林業等）

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

令和４年 業種別労働災害発生状況（確定値）
○ 令和４年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、令和５年４月７日までに報告があったものを集計したもの
○ 第13次労働災害防止計画において、平成29年と比較して令和４年までに死亡者数は15％以上の減少、死傷者数は５％以上の減少を掲げて
いる。
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※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・
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令和４年 事故の型別労働災害発生状況（確定値）

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告
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○ 令和４年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、令和５年４月７日までに報告があったものを集計したもの
○ 第13次労働災害防止計画において、平成29年と比較して令和４年までに死亡者数は15％以上の減少、死傷者数は５％以上の減少を掲げて
いる。
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※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・
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・ 死亡者数は、平成29年以降減少傾向を維持している。

・ 休業４日以上の死傷者数は、長期的には減少傾向にあるが、近年、増加傾向にあり、平成14年以降で過去最多となった。

休業４日以上の死傷者数（人）

死
傷
者
数
お
よ
び
死
亡
者
数
（人
）

労働災害による死亡者数、死傷者数の推移

死亡者数（人）

出典：平成23年までは、労災保険給付データ（労災非適用事業を含む）、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成
平成24年からは、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・ 5



120,460 

127,329 
125,611 

125,115 130,586 

132,355 

114,437

2.20 2.27 2.22 2.22 
2.32 2.32 

1.50

2.25

3.00

3.75

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

全産業

死傷者数

年千人率

第１３次労働災害防止計画の達成状況（令和４年確定値）

【目標】

978 

909 845 

784 
778 

774 

831
5年で

15％減

750

800

850

900

950

1,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

全産業

323 

309 

269 

256

278

281

274
5年で

15％減

240

260

280

300

320

340

H29 H30 R1 R2 R3 R4

建設業

160 

183 

141 134
131

140

136

5年で

15％減
120

140

160

180

200

H29 H30 R1 R2 R3 R4

製造業

40 

31 
33 

36

30

28

34 5年で

15％減

10

20

30

40

50

H29 H30 R1 R2 R3 R4

林業

死亡者数 休業４日以上の死傷者数

13次防目標

13次防目標

13次防目標

13次防目標

13次防目標

14,706 

15,818 

15,382 
15,669 

16,355 

16,580 

7.98

5年で

5％減

8.40 

8.89 
8.55 

8.85 
9.09 9.11 

7.50

8.25

9.00

9.75

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

陸上貨物運送事業

13,881 

14,947 14,666 
15,257 

16,425 16,414 

1.935年で

5％減

2.04 2.14 2.12 2.22 

2.37 2.37 

1.00

1.75

2.50

3.25

4.00

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

小売業

13次防目標

8,738 
9,545 

10,045 

11,667 

12,797 12,780 

2.065年で

5％減

2.17 2.30
2.39

2.72 2.94

2.85

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

社会福祉施設

4,721 5,015 
5,141 

4,874 4,745 

5,304 

2.055年で

5％減

2.16 2.14 2.19 2.24 

2.34 
2.48 

1.00

1.75

2.50

3.25

4.00

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

飲食店

死傷者数 死傷年千人率 死傷者数

死傷者数 死傷年千人率 死傷者数

死傷者数

13次防目標 13次防目標

死傷年千人率

13次防目標

死傷年千人率

死傷年千人率

５年で５％減

死亡者数

死亡者数

死亡者数

死亡者数

 

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・
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① 施設長などのトップが、腰痛予
防対策に取り組む方針を表明
し、対策実施組織を作ること。

② 対象者一人ひとりの具体的な看
護・介護作業について、作業姿
勢、重量などの観点から、腰痛
発生リスクを評価すること。

③ 腰痛発生リスクが高い作業から
優先的に、リスクの回避・低減
措置を検討し実施すること。健
康管理、教育にも取り組むこ
と。

腰痛予防対策のポイン
ト

厚生労働省では、「職場における腰痛予防対策指針」（平成25年６月改訂（※））を示
し、看護・介護作業における腰痛予防対策に重点的に取り組んでいます。

（※） http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/youtsuushishin.html

社会福祉・介護事業における腰痛予防対策

腰痛予防対策実施組織図の例

院長・施設長

衛生委員会 産業医

腰痛予防対策チーム

腰痛予防リーダー
フロア（ユニット）リーダー
衛生管理者等産業保健スタッフ

「介護作業者の腰痛予防対策チェックリスト」の記入例

（１）対象者の日常生活動作能力を把握し、介助への協力を得ること
（２）福祉用具（機器・道具）を積極的に利用すること
（３）作業姿勢・動作の見直し（原則として、人力による人の抱上げは
行わせないなど）
（４）作業の実施体制（負担の大きい業務が特定の看護・介護者に集中
しないよう配慮）
（５）作業標準の策定
（６）休憩、作業の組合せ
（７）作業環境の整備（十分な照明、段差の解消など）
（８）健康管理（腰痛の健康診断、腰痛予防体操）
（９）労働衛生教育など

腰痛発生リスクの回避・低減措置の例
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踏み外し（階段を踏

み外して転落したも

のを除く）

1.7%

貧血、意識消失等

1.4%

その他の転び方

13.8%

不明

1.7%

「つまずき」等による転倒災害の原因と対策

「滑り」による転倒災害の原因と対策

凍結した通路等で滑って転倒（25％）

従業員用通路の除雪・融雪。凍結しやすい箇所には融雪マット等を設置する（★）

作業場や通路にこぼれていた水、洗剤、油等により滑って転倒（19％）

水、洗剤、油等がこぼれていることのない状態を維持する。
（清掃中エリアの立入禁止、清掃後乾いた状態を確認してからの開放の徹底）

水場（食品加工場等）で滑って転倒（16％）

滑りにくい履き物の使用（労働安全衛生規則第558条）

防滑床材・防滑グレーチング等の導入、摩耗している場合は再施工（★）

隣接エリアまで濡れないよう処置

雨で濡れた通路等で滑って転倒（15％）

雨天時に滑りやすい敷地内の場所を確認し、防滑処置等の対策を行う

作業場・通路に放置された物につまずいて転倒（16％）

バックヤード等も含めた整理、整頓（物を置く場所の指定）の徹底

通路等の凹凸につまずいて転倒（10％）

敷地内（特に従業員用通路）の凹凸、陥没穴等（ごくわずかなものでも

危険）を確認し、解消

作業場や通路以外の障害物（車止め等）につまずいて転倒（８％）

適切な通路の設定

敷地内駐車場の車止めの「見える化」

作業場や通路の設備、什器、家具に足を引っかけて転倒（８％）

設備、什器等の角の「見える化」

転倒災害の発生状況（休業４日以上、令和３年）

転倒時の類型

主な原因と対策

＜その他の転び方＞
• 他人とぶつかった・ぶつかられた
• 台車の操作を失敗した
• 他人、動物等を避けようとしてバラ
ンスを崩した

• 服が引っかかった
• 坂道等でバランスを崩した
• 立ち上がったときにバランスを崩し
た

• 靴紐を踏んだ
• 風でバランスを崩した

移動中

74%
作…
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47

性別・年齢別内訳

転倒災害発生件数の推移

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

(なし)

作業場や通路のコードなどにつまずいて転倒（7％）

※引き回した労働者が自らつまずくケースも多い

転倒原因とならないよう、電気コード等の引き回しのルールを設定し、

労働者に遵守を徹底させる

労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）を

防止しましょう

50歳以上を中心に、転倒による骨折等の労働災害が増加し続けています

事業者は労働者の転倒災害防止のための措置を講じなければなりません

転倒リスク・骨折リスク

中央労働災害
防止協会

転倒予防セミ
ナー

職場３分
エクササ
イズ

何もないところでつまずいて転倒、足がもつれて転倒（27％）

転倒や怪我をしにくい身体づくりのための運動プログラム等の導入（★）

転倒災害による平均休業日数（※労働者死傷

病報告による休業見込日数）

47日

転倒による怪我の態様

• 骨折（約70％）
• 打撲

• 眼球破裂

• 外傷性気胸 など

転倒したのは･･･

転倒災害が起きているのは
移動のときだけではありません

転びの予防

体力チェッ

ク

ロコチェッ

ク

 一般に加齢とともに身体機能が低下し、転倒しやすくなります

→「転びの予防体力チェック」「ロコチェック」をご覧ください

 特に女性は加齢とともに骨折のリスクも著しく増大します

→対象者に市町村が実施する「骨粗鬆症検診」を受診させましょう

（★）については、高年齢労働者の転倒災害防止のため、中小企業事業者は

「エイジフレンドリー補助金」（補助率１/２、上限100万円）を利用できま

す

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

中小事業者は、無料で安全衛生の専門家のアドバイスが受けられます

中小規模事業場
安全衛生サポート事業

エイジフレンドリー補助金

転倒予防の意識を高めるユーモア

あふれる川柳を広く募集します

募集期間：令和５年７月18日（火）～８月31日（木） https://safeconsortium.mhlw.go.jp/senryu/
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加盟団体が連携し、表彰（SAFEアワード）や広報活動の

実施を通じて、目標達成のための国民運動を推進

※コンソーシアムに参加することも考えられる

SAFEコンソーシアム（全業種）

管内企業と業界関係者（職場を巡るあらゆるステークホルダーを

対象）を構成員とし、意見交換や広報活動等の取組を実施

+S a fe (S AFE )地方協議会（小売・介護施設）

都道府県労働局が個別に企業の課題発掘・取組実施を支援

+S a fe (S AFE )育成支援（小売・介護施設）

・協議会構成員の参加
・アワードへの応募

支援を通じて協
議会構成員への
追加を目指す

労働局

労働局

本 省

・ 店舗密集型施設における周知啓発

・ 関連団体・機関との連携による効果的な周知啓発

・ 転倒災害を発生させた事業場に対する自主点検の実施要請

その他労働局・監督署における実施事項（継続）
労働局

監督署

＋Safe（SAFE）協議会
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【ご参考】SAFEコンソーシアム（全国）

一般企業・団体メンバー

従業員・個人メンバー
地方協議会構成員メンバー

（小売・介護施設）

SAFE推進アドバイザー
・労働安全衛生の専門家（資格者）
・労災防止ソリューション団体

SAFE推進幹事会
・厚生労働省
・関係省庁
・労使団体

アンバサダー

Safer Act ion For Employees（SAFE）を旗印に

「従業員の幸せのための安全アクション（SAFE）コンソーシアム」とし

て、全てのステークホルダーが一丸となり、働く人と、全ての人の幸せの

ために、安全で健康に働くことのできる職場環境の実現のため取り組む
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① 労働災害問題の協議・周知（シンポジウム）

② 好取組事例の共有、コンソーシアム事務局主催イ

ベント等によるマッチングによる新たな取組の創

出

③ 優良事例の表彰、コンソーシアム内外への発信

（SAFEアワード）

④ 参画メンバーの地位向上（ロゴマーク、バナー

等）

 労働災害を自分ごととしてとらえ、解決策を考

えていく機運の醸成

 顧客だけでなく、従業員の安全第一のための取

組をステークホルダー全員で推進する

 構成
 目標

 取組

６月20日 コンソーシアムのウェブサイトを開設

https://safeconsortium.mhlw.go.jp/
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